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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期
第１四半期
累計(会計)期間

第49期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 2,197,140 21,706,667

経常利益又は経常損失（△）（千円） △377,767 1,292,633

四半期純損失（△）又は当期純利益

（千円）
△228,927 690,191

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ －

資本金（千円） 470,494 470,494

発行済株式総数（千株） 8,197 8,197

純資産額（千円） 10,162,247 10,519,972

総資産額（千円） 16,418,780 17,898,789

１株当たり純資産額（円） 1,239.84 1,283.49

１株当たり四半期純損失金額（△）又

は当期純利益金額（円）
△27.93 84.21

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ －

１株当たり配当額（円） － 25.0

自己資本比率（％） 61.9 58.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△560,894 1,317,879

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△348,463 △85,707

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△164,581 △171,650

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円）
2,213,202 3,287,142

従業員数（人） 624 608

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

  当社には関係会社がありませんので、該当事項はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 624  

　（注）　従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は含んでおりません。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社が営んでおります空調計装関連事業及び産業計装関連事業では、生産実績を定義することが困難であります。ま

た、請負形態をとっているため販売実績という定義は実態に即しておりません。

　よって、「受注工事高及び完成工事高等の状況」として次に記載しております。

受注工事高及び完成工事高等の状況

(1）受注工事高、完成工事高、繰越工事高

期別 区分
期首繰越工事高
（千円）

期中受注工事高
（千円）

計（千円）
期中完成工事高
（千円）

期末繰越工事高
（千円）

当第１四半期累計期間

(自平成20年４月１日

至平成20年６月30日)

空調計装関連事業 8,814,814 6,283,764 15,098,578 1,833,601 13,264,976

産業計装関連事業 652,172 577,291 1,229,464 161,194 1,068,269

合計 9,466,986 6,861,056 16,328,043 1,994,796 14,333,246

前事業年度

(自平成19年４月１日

至平成20年３月31日)

空調計装関連事業 6,855,850 20,016,138 26,871,989 18,057,174 8,814,814

産業計装関連事業

　
1,378,192 2,055,089 3,433,281 2,781,109 652,172

合計 8,234,042 22,071,228 30,305,270 20,838,283 9,466,986

（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に増減のあるものについては、期中受注工事高

にその増減額が含まれております。したがって、期中完成工事高にも同様の増減額が含まれております。

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）に一致しております。

３．期中受注高及び期中売上高としては、上記期中受注工事高及び期中完成工事高のほかに、制御機器類の販売に

係る期中受注高及び期中売上高が次のとおりあります。

（当第１四半期会計期間）

空調計装関連事業102,738千円、産業計装関連事業99,605千円

(2）売上にかかる季節的変動について

　当社の売上高は、通常の営業の形態として、工事の完成引渡しが第４四半期会計期間に集中しているため、第１四半

期会計期間から第３四半期会計期間における売上高に比べ、第４四半期会計期間の売上高が著しく多くなるといった

季節的変動があります。

(3）販売実績

①　完成工事高

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

当第１四半期会計期間

(自平成20年４月１日

至平成20年６月30日)

空調計装関連事業 155,851 1,677,750 1,833,601

産業計装関連事業 14,825 146,369 161,194

合計 170,676 1,824,119 1,994,796

（注）１．完成工事高のうち、請負金額が5千万円以上の主なものは次のとおりであります。

（当第１四半期会計期間）

高砂熱学工業㈱　　　　　　　・（仮称）東京ディズニーランドホテル　自動制御工事

日立プラント建設サービス㈱　・日本生命浜松駅前ビル改修工事

新日本空調㈱　　　　　　　　・八王子旭町センターリプレース工事

２．当第１四半期会計期間の完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合

は、次のとおりであります。

（当第１四半期会計期間）

高砂熱学工業㈱　291,997千円　14.6％

②　商品売上高

期別 区分 金額（千円）

当第１四半期会計期間

(自平成20年４月１日

至平成20年６月30日)

空調計装関連事業 102,738

産業計装関連事業 99,605

合計 202,343
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(4）繰越工事高（平成20年６月30日現在）

区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

空調計装関連事業 3,887,890 9,377,086 13,264,976

産業計装関連事業 78,247 990,022 1,068,269

合計 3,966,137 10,367,109 14,333,246

（注）　繰越工事高のうち、請負金額が１億円以上の主なものは次のとおりであります。

新日本空調㈱　　　　・江東区新砂３丁目商業施設計画自動制御設備工事　　　　　  平成20年10月完成予定

㈱テクノ菱和　　　　・アステラス製薬新棟Ａ、Ｂ棟計装工事　　　　　　　　　　  平成20年11月完成予定

㈱朝日工業社　　　　・静岡病院新館空調工事　　　　　　　　　　　　　　　　　  平成22年３月完成予定

㈱三晃空調　　　　　・エクシブ箱根離宮新築工事　　　　　　　　　　　　 　　   平成22年３月完成予定

高砂熱学工業㈱　　　・国立国際医療センター新棟整備工事Ⅰ期　空調設備工事　　　平成22年10月完成予定

　なお、参考のため、空調計装関連事業の「受注工事高及び完成工事高等の状況」を、新設工事と既設工事とに区分し

て示しますと、次のとおりであります。

(1）受注工事高、完成工事高、繰越工事高

〔空調計装関連事業〕

期別 区分
期首繰越工事高
（千円）

期中受注工事高
（千円）

計（千円）
期中完成工事高
（千円）

期末繰越工事高
（千円）

当第１四半期累計期間

(自平成20年４月１日

至平成20年６月30日)

新設工事 5,773,210 2,372,552 8,145,762 490,668 7,655,094

既設工事 3,041,604 3,911,212 6,952,816 1,342,933 5,609,882

合計 8,814,814 6,283,764 15,098,578 1,833,601 13,264,976

前事業年度

(自平成19年４月１日

至平成20年３月31日)

新設工事 3,963,869 7,997,907 11,961,777 6,188,567 5,773,210

既設工事 2,891,980 12,018,231 14,910,211 11,868,607 3,041,604

合計 6,855,850 20,016,138 26,871,989 18,057,174 8,814,814

（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に増減のあるものについては、期中受注工事高

にその増減額が含まれております。したがって、期中完成工事高にも同様の増減額が含まれております。

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）に一致しております。

(2）完成工事高

〔空調計装関連事業〕

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

当第１四半期会計期間

(自平成20年４月１日

至平成20年６月30日)

新設工事 35,932 454,736 490,668

既設工事 119,919 1,223,014 1,342,933

合計 155,851 1,677,750 1,833,601

(3）繰越工事高（平成20年６月30日現在）

〔空調計装関連事業〕

区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

新設工事 2,048,030 5,607,064 7,655,094

既設工事 1,839,860 3,770,022 5,609,882

合計 3,887,890 9,377,086 13,264,976
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２【経営上の重要な契約等】

    　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発する金融不安や、原油、

原材料高騰などの影響により、景気の先行きについて減速懸念が強まりました。

　建設業界におきましても、改正建築基準法の影響による建設投資の減少傾向には歯止めがかかったものの、景気

の減速を受け、今後の建設投資動向については不透明感が強まっております。

　このような状況下にあって当社は、環境変化に耐えうる企業体質の確立、空調計装関連事業及び産業計装関連事

業が連動して得られる付加価値の提供、空調計装関連事業における既設工事の量的拡大、同新設工事における収

益モデルの確立、産業計装関連事業の質的向上、今日・明日を支える人財の確保を対処すべき課題として捉え、経

営計画に取り組んでまいりました。

　その結果、受注高につきましては、既設工事が減少したものの、新設工事と産業計装関連事業が好調に推移し、

7,063百万円となりました。売上高につきましては、産業計装関連事業において工期変更物件が複数出件し、2,197

百万円となりました。

　損益面につきましては、原価の低減に努めた結果、営業損失が414百万円、経常損失が377百万円、四半期純損失は

228百万円となりました。

　なお、当社は通常の事業の形態として、売上高及び利益の計上が第４四半期に集中いたしますので、第１四半期

から第３四半期までの各四半期累計期間の業績は、営業損失、経常損失及び四半期純損失となることが常態であ

ります。

　事業別動向の概況は次のとおりです。

 〔空調計装関連事業〕

　空調計装関連事業におきましては、受注工事高は、新設工事においては、中部・関西地区にて好調に推移したも

のの、既設工事において数件の受注延期があり、6,283百万円となりました。内訳は、新設工事が2,372百万円、既設

工事が3,911百万円となりました。

　完成工事高につきましては、新設工事、既設工事ともほぼ予定通りに推移し、総じて1,833百万円となりました。内

訳は、新設工事が490百万円、既設工事が1,342百万円となりました。

　制御機器類販売の受注高及び売上高は、102百万円となりました。

　総じて、空調計装関連事業の受注高は6,386百万円、売上高は1,936百万円となりました。

 〔産業計装関連事業〕

　主に工場や各種搬送ライン向けに、空調以外の計装工事及び各種自動制御工事を行う産業計装関連事業におき

ましては、受注工事高は、予定外物件の計上により577百万円、完成工事高は、食品工場向けの物件を中心に工期変

更物件が複数出件したことによる減少を主因に161百万円となりました。

　制御機器類販売の受注高及び売上高は、99百万円となりました。

　総じて、産業計装関連事業の受注高は676百万円、売上高は260百万円となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ1,073百

万円減少し、2,213百万円となりました。当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの

要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期会計期間において営業活動の結果使用した資金は560百万円となりました。

　これは、主に売上債権の減少2,998百万円に対して、未成工事支出金等の増加2,020百万円、法人税等の支払額598

百万円、仕入債務の減少535百万円及び税引前四半期純損失375百万円の計上等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期会計期間において投資活動の結果使用した資金は348百万円となりました。

　これは、主に投資有価証券の取得による支出303百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期会計期間において財務活動の結果使用した資金は164百万円となりました。

　これは、主に配当金の支払額164百万円によるものであります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　　　当社は、将来ビジョンである「『計装』の可能性を追求します」の精神の下、本社技術本部を中心に、計装を　

　　中心とした様々な研究開発活動を行っております。

　　　計装エンジニアリング会社である当社の性格上、研究開発の内容は、シーズや基礎研究というよりは、様々な

　　計装技術の応用研究、基礎技術の汎用化研究などが中心となります。 

　　　当第１四半期会計期間における研究開発費は15百万円となりました。

　　　主要な研究開発活動は、次のとおりであります。 

　　①ER（Energy Report）ツールの開発

　　　BEMS*1報告書、省エネルギー診断、リモートメンテナンスデータ分析を支援するエネルギーレポートツー

　　ルの開発を行ないます。 

　　②ESCO・省エネ診断キットの開発

　　　ESCO*2や省エネルギー提案を行なう際に、簡易計測、簡易シミュレーションを可能とし、作業の省力化を

　　図るツールの開発を行ないます。  

　　③中長期修繕計画ツールの開発

　　　メンテナンス営業時に、機器台帳の連携により機器の寿命等を検索し、中長期修繕計画書を簡易に作成で

　　きるツールの開発を行ないます。  

　　*1　BEMS…Building and Energy Management Systemの略で、建物の使用エネルギーや室内環境を把握し、

　　　　　　　これを省エネルギーに役立てていくためのシステム。

　　　　　*2　ESCO…Energy Service COmpanyの略で、工場やビルの省エネルギーに関する包括的なサービスを提供

　　　　　　　　　　し、さらにはその結果得られる省エネルギー効果を保証する事業。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

EDINET提出書類

日本電技株式会社(E00313)

四半期報告書

 8/20



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,790,000

計 32,790,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月８日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,197,500 8,197,500
ジャスダック

証券取引所
－

計 8,197,500 8,197,500 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式総数
増減数

（株）

発行済株式総数
残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増減額

（千円）

資本準備金残高

（千円）

平成20年４月１日～

平成20年６月30日
－ 8,197,500 － 470,494 － 316,244

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　　 1,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,195,900 81,959 －

単元未満株式 普通株式       500 － －

発行済株式総数 8,197,500 － －

総株主の議決権 － 81,959 －

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本電技株式会社 
東京都墨田区両国

2-10-14
1,100 －　 1,100 0.01

計 － 1,100 －　 1,100 0.01

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月

最高（円） 986 1,084 1,065

最低（円） 901 935 933

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）

に準じて記載しております。 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20

年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。

　なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本有限責任監査法人になり

ました。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末に係る要約貸借
対照表

（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金預金 2,013,370 1,888,111

受取手形・完成工事未収入金等 4,925,410 7,916,767

有価証券 208,595 1,399,898

未成工事支出金 4,614,513 2,594,861

商品 18,725 13,502

材料貯蔵品 6,466 5,466

その他 840,476 586,671

貸倒引当金 △5,423 △8,712

流動資産合計 12,622,134 14,396,566

固定資産

有形固定資産 ※1
 967,215

※1
 968,798

無形固定資産 391,697 416,752

投資その他の資産 ※2
 2,437,733

※2
 2,116,672

固定資産合計 3,796,645 3,502,223

資産合計 16,418,780 17,898,789

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 3,631,189 4,159,709

未払費用 551,000 1,066,754

未払法人税等 1,484 618,832

未成工事受入金 1,390,859 656,106

完成工事補償引当金 17,835 18,405

工事損失引当金 64,392 104,587

その他 223,836 386,743

流動負債合計 5,880,598 7,011,140

固定負債

退職給付引当金 246,216 227,014

役員退職慰労引当金 126,356 140,662

その他 3,362 －

固定負債合計 375,934 367,676

負債合計 6,256,533 7,378,816

純資産の部

株主資本

資本金 470,494 470,494

資本剰余金 316,244 316,244

利益剰余金 9,317,609 9,710,463

自己株式 △765 △765

株主資本合計 10,103,582 10,496,437

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 58,664 23,535

評価・換算差額等合計 58,664 23,535

純資産合計 10,162,247 10,519,972

負債純資産合計 16,418,780 17,898,789
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
　　至　平成20年６月30日）

売上高

完成工事高 1,994,796

商品売上高 202,343

売上高合計 ※2
 2,197,140

売上原価

完成工事原価 1,362,253

商品売上原価 144,001

売上原価合計 1,506,255

売上総利益 690,884

販売費及び一般管理費 ※1
 1,105,871

営業損失（△） △414,986

営業外収益

受取利息 7,714

受取配当金 7,706

デリバティブ評価益 16,848

その他 5,053

営業外収益合計 37,322

営業外費用

売上割引 104

営業外費用合計 104

経常損失（△） △377,767

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,683

特別利益合計 2,683

特別損失

固定資産除却損 190

特別損失合計 190

税引前四半期純損失（△） △375,274

法人税、住民税及び事業税 2,700

法人税等調整額 △149,047

法人税等合計 △146,347

四半期純損失（△） △228,927
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
　　至　平成20年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △375,274

減価償却費 55,383

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

4,896

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10,508

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △570

工事損失引当金の増減額（△は減少） △40,195

受取利息及び受取配当金 △15,420

デリバティブ評価損益（△は益） △16,848

売上債権の増減額（△は増加） 2,998,576

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △2,020,186

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,223

仕入債務の増減額（△は減少） △535,729

未成工事受入金の増減額（△は減少） 732,850

未払消費税等の増減額（△は減少） △359,662

その他 △397,881

小計 13,204

利息及び配当金の受取額 24,753

法人税等の支払額 △598,853

営業活動によるキャッシュ・フロー △560,894

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △18,814

無形固定資産の取得による支出 △29,021

投資有価証券の取得による支出 △303,181

投資有価証券の売却による収入 422

投資有価証券の償還による収入 600

その他 1,531

投資活動によるキャッシュ・フロー △348,463

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △480

配当金の支払額 △164,101

財務活動によるキャッシュ・フロー △164,581

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,073,940

現金及び現金同等物の期首残高 3,287,142

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,213,202
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

会計処理基準に関する事項の
変更

（1）たな卸資産の評価基準及び評価方法
の変更
　商品及び材料貯蔵品については、従来、総
平均法による原価法によっておりました
が、当第１四半期会計期間より「棚卸資産
の評価に関する会計基準」（企業会計基
準第９号　平成18年７月５日）が適用され
たことに伴い、総平均法による原価法（貸
借対照表価額について収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）により算定して
おります。
　これによる、営業損失、経常損失及び税引
前四半期純損失に与える影響は軽微であ
ります。
（2）リース取引に関する会計基準の適用
　所有権移転外ファイナンス・リース取引
については、従来、賃貸借取引に係る会計
処理によっておりましたが、「リース取引
に関する会計基準」（企業会計基準第13
号（平成５年６月17日（企業会計審議会
第一部会）、平成19年３月30日改正））及
び「リース取引に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第16号
（平成６年１月18日（日本公認会計士協
会　会計制度委員会）、平成19年３月30日
改正））が平成20年４月１日以後開始す
る事業年度に係る四半期財務諸表から適
用することができることになったことに
伴い、当第１四半期会計期間からこれらの
会計基準等を適用し、通常の売買取引に係
る会計処理によっております。また、所有
権移転外ファイナンス・リース取引に係
るリース資産の減価償却の方法について
は、リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法を採用しております。
　なお、リース取引開始日が適用初年度開
始前の所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引については、期首に前事業年度末に
おける未経過リース料残高を取得価額と
して取得したものとしてリース資産に計
上する方法によっております。
　これによる、営業損失、経常損失及び税引
前四半期純損失に与える影響はありませ
ん。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

一般債権の貸倒見積高の算定

方法

　当第１四半期会計期間末の貸倒実績率等

が前事業年度末に算定したものと著しい変

化がないと認められるため、前事業年度末

の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算

定しております。

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、579,615千円であり

ます。

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 46,001千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、563,762千円であり

ます。

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 53,221千円

（四半期損益計算書関係）

当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

従業員給料手当

退職給付費用

役員退職慰労引当金繰入額

地代家賃　

減価償却費　

534,256

26,157

5,466

102,967

50,561

千円

※２．当社の売上高は、通常の営業の形態として、工事の

完成引渡しが第４四半期会計期間に集中している

ため、第１四半期会計期間から第３四半期会計期間

における売上高に比べ、第４四半期会計期間の売上

高が著しく多くなるといった季節的変動がありま

す。

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）

現金預金勘定

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券）

2,013,370

199,831

千円

 

 

現金及び現金同等物 2,213,202 
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６

月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  8,197,500株

２．自己株式の種類及び総数

普通株式  1,111株

３．配当に関する事項

配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 163,927 20  平成20年３月31日  平成20年６月30日

利益剰余

金

（有価証券関係）

　有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引の四半期会計期間末の契約額等は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 1,239.84 円 １株当たり純資産額 1,283.49 円

２．１株当たり四半期純損失金額

当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 27.93 円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

四半期純損失（千円） 228,927

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 228,927

期中平均株式数（千株） 8,196
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本電技株式会社(E00313)

四半期報告書

18/20



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月８日

日本電技株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　洋一　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小野　淳史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電技株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第50期事業年度の第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年６

月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本電技株式会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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